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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

1,358,686

平成29年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

21,473,138 76,289 21,549,427１ 一般会計

２ 特別会計 8,920,344 △ 18,848 8,901,496

１ 病院事業会計 1,358,686 0

① 下水道特別会計 2,332,557 △ 18,848 2,313,709

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考
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議案第95号　小城市一般会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

1.1市 税 4,211,613 40,608 4,252,221

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ7,628万9千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ215億4,942万7千円とするものです。

　歳入の主なものは、事務事業に伴う分担金及び負担金、国・県支出金、市債を増額するほか、市

税、使用料及び手数料、財産収入、諸収入を計上し、財源調整のための基金繰入金を計上するもの

です。

　歳出の主なものは、「子どもの医療費助成事業」のほか、「地域包括支援センター運営事業」

「子育てワンストップサービス支援事業」「移住・定住対策事業」「農地及び農業用施設災害復旧

費」「道路橋りょう災害復旧事業」などを計上するものです。

19.7 議 会 費 228,546 228,546

平成29年度　第４号補正後予算総額　　21,549,427千円　

11.7

利 子 割 交 付 金 7,084 7,084 0.0 民 生 費 6,320,665 49,745 6,370,410 29.6

地 方 譲 与 税 141,404 141,404 0.7 総 務 費 2,522,049 △ 3,845 2,518,204

11.1

株式等譲渡所得割交付金 9,728 9,728 0.0 労 働 費 10,182 10,182 0.0

配 当 割 交 付 金 21,048 21,048 0.1 衛 生 費 2,402,680 △ 1,997 2,400,683

5.4

自動車取得税交付金 26,034 26,034 0.1 商 工 費 288,796 △ 485 288,311 1.3

地 方 消 費 税 交 付 金 708,687 708,687 3.3 農林水産業費 1,163,097 △ 440 1,162,657

14.3

地 方 交 付 税 6,759,991 6,759,991 31.4 消 防 費 761,011 761,011 3.5

地 方 特 例 交 付 金 23,940 23,940 0.1 土 木 費 3,058,263 18,637 3,076,900

1,607,043 7.5 予 備 費

0.0

0.1

9.5

分 担 金 及 び 負 担 金 294,376 5,875 300,251 1.4 災 害 復 旧 費 169,007 19,276 188,283 0.9

交通安全対策特別交付金 10,000 10,000 0.0 教 育 費 2,048,439 △ 4,602 2,043,837

県 支 出 金 1,571,915 35,128 30,000

1

0.3

3.8繰 入 金 901,157

合 計 21,473,138

寄 附 金

使 用 料 及 び 手 数 料 176,600 263 176,863 0.8 公 債 費 2,470,402 2,470,402 11.5

15,916 2,717,846 12.6 諸 支 出 金国 庫 支 出 金 2,701,930 1

30,000

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額

100.021,549,427

0.7

財 産 収 入 52,774 6,414 59,188

1.7諸 収 入 352,258 14,795

1,837,900

21,549,427

8.7

146,633繰 越 金 146,633

△ 75,410 825,747

1,518,066 7.0

76,289 76,289

367,053

市 債 32,700 1,870,600

合　　　　　計 21,473,138100.0

1,518,066
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議案第96号　小城市下水道特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

平成29年度　第２号補正後予算総額　2,313,709千円　

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

63.0

使 用 料 及 び 手 数 料 200,136 200,136 8.7 集団整備事業費 96,309 96,309 4.2

分 担 金 及 び 負 担 金 31,545 31,545 1.4 下 水 道 費 1,476,339 △ 18,848 1,457,491

32.4

県 支 出 金 20,038 △ 10,000 10,038 0.4 0.4

国 庫 支 出 金 516,799 516,799 22.3 公 債 費 749,909 749,909

予 備 費 10,000 10,000

繰 入 金 915,827 915,827 39.6

財 産 収 入 93 392 485 0.0

諸 収 入 5,123 360 5,483 0.2

繰 越 金 66,696 66,696 2.9

合 計 2,332,557 △ 18,848 2,313,709 100.0 合　　　　　計 2,332,557 △ 18,848 2,313,709 100.0

市 債 576,300 △ 9,600 566,700 24.5

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,884万8千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ23億1,370万9千円とするものです。

　歳入の主な内容は、農業集落排水事業の事業費減に伴う県支出金及び市債を減額するものです。

　歳出の主な内容は、農業集落排水事業費の減額及び公共下水道施設管理費を計上するものです。
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議案第97号　小城市病院事業会計補正予算（第２号）

（単位：千円）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

平成29年度　第２号補正後予算規模　1,358,686千円　

　収益的収支について、額の補正はなく、補正後の予算規模を13億1,613万1千円とするものです。

　補正の主な内容として、収益的支出について、医業費用のうち非常勤医師の増に伴う謝金を増額

し、薬品費の減額を計上するものです。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0

　医業収益 1,171,087 1,171,087 89.0 　負担金 11,250 11,250 47.7

◇病院事業収益 1,316,131 0 1,316,131 100.0 ◇資本的収入 23,590 0 23,590

0.0

　出資金 12,339 12,339 52.3

　医業外収益 145,044 145,044 11.0 　補助金 1 1

100.0

　医業費用 1,301,975 1,301,975 98.9 　建設改良費 24,678 24,678 58.0

◇病院事業費用 1,316,131 0 1,316,131 100.0 ◇資本的支出 42,555 0 42,555

39.7

　特別損失 0 0 0.0 　予備費 1,000 1,000 2.3

　医業外費用 13,156 13,156 1.0 　企業債償還金 16,877 16,877

　予備費 1,000 1,000 0.1

差 引 0 0 0 差 引 △ 18,965 0 △ 18,965
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

443 443

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

443 443

平成29年度から平成31年度までは施設建設を想定した概算費用

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 50,612 100,280 206,805 805,992

財
源
内
訳

一般財源 40,612 32,180 115,705

その他 10,000

地方債 68,100 91,100 667,000

10,000

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

138,992 201,745 一般財源

県支出金

540,951

2,060,345 0 事業費計 3,235,751

2,684,8001,858,600 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　可燃ごみ焼却施設の設置、維持管理に関する事務を共同処理するために、小城市・多久市で一部事務組合
（天山地区共同環境組合）を設置して事業を推進する。

【内容】
　可燃ごみ焼却施設建設、維持管理及び運営を共同で行う。これに必要な費用を小城市と多久市で負担割合に
応じて負担する。

　平成28年度  解体工事（屋外プール等）
　平成29年度　焼却施設建設工事設計等
　平成30年度　焼却施設建設工事等
　平成31年度　焼却施設建設工事等
　平成32年度　供用開始予定

【補正内容】
　・地方公会計整備支援業務

【事業費の負担割合】
　平等割 20%　各市 10%
　人口割 80%  直近の平成27年国勢調査人口：小城市 44,259人(55.32%)　多久市 19,749人(24.68%）
　合　計　　  小城市 65.32%　多久市 34.68%

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

法令根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、天山地区共同環境組合規約

事業期間
平成26 平成31

ごみ処理体制の充実
一般 4 2 2 1229

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 5 循環型社会の形成

新規事業 既存事業

予算事業名 天山地区共同環境組合事業（建設）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】
　医療費増に伴う補正

【目的】
　子どもの医療費を助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の
増進を図る。

【内容】
　対　象　：0歳～中学生
　利用方法：受診時に、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示する定額一部払方式
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに1か月1千円
　　　　　　通院の場合は、医療機関ごとに1か月500円×2回まで
　　　　　　調剤については、自己負担額なし

・県外医療機関等を受診した場合は、保険診療一部負担金を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市に
申請し、後日、自己負担分を差引いて助成（支払還付方式）。
　ただし、小城市が指定した県外医療機関等については、0歳～小学校就学前の子どもは定額一部払方式により
助成する。

【事業費の負担割合】
　0歳～小学校就学前の子どもの受診分：県 1/2　市 1/2
　小・中学生の受診分：市 10/10

21,900 2,700 24,600

24,600

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

扶助費

98,453 98,453 98,453 一般財源

合　　計

24,600

166,638 166,638 事業費計 0事　業　費 93,533 107,734 166,638 166,638

その他 12,300 20,943 20,000 その他

財
源
内
訳

一般財源 40,544 44,321 78,453

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 40,689 42,470 68,185 68,185 68,185 68,185

国庫支出金

(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成12

一般 3 2 1 476
予算科目

会計 款 項 目 事業
基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子どもの医療費助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

子育て関連情報の提供と相
談支援体制の充実
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）子育てワンストップサービス支援事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 行政手続における情報通信の技術の利用に関する法律

事業期間
平成29

子育て関連情報の提供と相
談支援体制の充実一般 3 2 1 1357

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成29年7月から開始された地方公共団体の情報提供ネットワークシステムの運用に合わせ、子育て関連の申
請手続きをマイナンバーカードを用いることで電子申請が可能となった。マイナンバー制度を活用した子育て
関連サービスのワンストップ化を図る。
　国は子育て関連のうち、電子申請のニーズが高い４つの申請手続き「児童手当」「保育」「母子保健」「ひ
とり親支援」を優先検討対象として設定している。

【内容】
　市のLGWAN接続端末からマイナポータルに接続する機能および署名検証機能、子育てワンストップサービス接
続環境整備を行うことで、電子申請に対応する。

【事業費の負担割合】
　市 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

1,188 40 843

一般財源 2,071 20

使用料及び
賃借料

備品購入費

国庫支出金

合　　計

20 20 一般財源

その他

2,071

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 0 2,071 20 20 20 事業費計 0

合　　計

2,071 2,071

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

644 644

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

6,402 6,402 一般財源

その他

270 644

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 0 0 644 15,722 14,722 14,722 事業費計 0

財
源
内
訳

25 90 238 21

一般財源 644 6,402

役務費 委託料 工事請負費 備品購入費

9,320 8,320 8,320

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城北部地区の高齢者の増加に伴い、小城町・三日月町で1つである地域包括支援センターを小城町・三日月
町それぞれの生活圏域において設置し、地域包括ケアシステムの構築を推進する。
　また、地域包括支援センター機能の充実・強化のため、三日月町の地域包括支援センターを直営として設置
し、統括的役割を担う。

【内容】
　地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及
び福祉の推進を包括的に支援する。

平成29年度
・新たにつくる直営の地域包括支援センター設置に伴う事前準備
　インターネット回線工事、介護保険サービス等データ移行作業、パソコン購入等

平成30年度～
・小城市地域包括支援センター及び指定介護予防支援事業所を設置
　1）地域包括支援センターの運営・業務
　　　　　①介護予防ケアマネジメント　②総合相談支援業務　③権利擁護業務
　　　　　④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務　⑤地域ケア会議
　2）多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築
　3）指定介護予防支援事業所：介護予防給付（要支援1～2）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標)

法令根拠 介護保険法

事業期間
平成 29

介護予防・生活支援の充実
一般 3 1 2 1356

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）地域包括支援センター運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

-　8　-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

2,625 △ 600 3,970 4,678 10,673

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

10,673 10,673

平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越額33,196千円と平成29年度予
備費充用額3,088千円を含む

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 4,006 9,145 73,831 1,164

財
源
内
訳

一般財源 2,602 8,519 27,546

その他 214 168 5,358

地方債 5,700

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

1,164 1,164 1,164 一般財源

県支出金

1,164 1,164 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 1,190 458 35,227

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

【目的】
　平成29年8月14日～15日の豪雨によって被災した農地・農業用施設（道路、水路）を復旧し、農地・農業用施
設の回復を図る。

【内容】
　被災した農地（田）及び農業用施設（道路、水路）を原形復旧する。

【補正内容】
・補助対象として申請復旧　農地（田）　　　　    　9箇所（9工区）
　　　　　　　　　　　　　農業用施設（水路）    　1箇所（1工区）
　　　　　　　　　　　　　農業用施設（道路）　　△1箇所（1工区）
・市単独小災害として復旧　農業用施設（水路、道路）6箇所（6工区）

　9月補正計上分の道路1箇所（1工区）は補助対象として申請復旧を計画していたが、不採択になった。しかし
市で管理している重要な施設のため、単独小災害に財源組替を行い復旧する箇所も含む。

【事業費の負担割合】
　農地　　　　県(国) 50%　地元 50%
　農業用施設　県(国) 65%　市　 35%

※国庫補助金を含むが、県を経由して県補助金として支出されるため県支出金として計上している。

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 11 2 1 235

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農地及び農業用施設災害復旧費
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

-　9　-



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

2,460 1,200 1,740 5,400

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

500 500 一般財源

その他

5,400

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 28,637 9,753 500 500 500 事業費計 0

財
源
内
訳

600 4,800

一般財源 5,082 6,093 500

※平成29度事業費は、平成28年度からの繰越額3,853円を含む

工事請負費

国庫支出金

（計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 7,800 1,200 地方債

15,755 2,460

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成29年7月5日～7月10日の梅雨前線豪雨により被災した道路を復旧し、道路の安全性確保を図る。

【内容】
　被災した道路を原形に復旧する。

・補助事業による復旧工事　1箇所
　　1.江里山小林線　　　  路肩崩落　H=4.3m　L=10m

【事業費の負担割合】
　県 66.7%　市 33.3%

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画・目標)

法令根拠 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法、道路法、道路構令条例

事業期間
平成17

幹線道路の適切な維持管理
一般 11 3 1 418

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 道路橋りょう災害復旧事業
第
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【奨励金の種類等／住宅の要件：１戸建て住宅（専住50㎡以上、併住1/2以上かつ50㎡以上）かつ取得価格3,000千円以上】

※1 子育て世帯加算金 転入する中学生以下の子　100千円／人（ただし、限度額300千円とする）

※2 三世代同居加算金 親、子、孫等の三世代同居の場合は、親が市内に在住し、子、孫等（中学生以下）が新たに同居する世帯

※3 特定地域加算金 三里小学校区、砥川小学校区及び芦刈小学校区の区域に住宅を取得する場合

合　　計

6,750 8,250 15,000

平成29年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

15,000 15,000

財
源
内
訳

平成29年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 14,309 57,645 42,645 42,645 15,145 事業費計

その他

172,389

一般財源 7,808 32,895 24,645 24,645 9,520 一般財源 99,513

その他

県支出金

地方債 地方債

国庫支出金 6,501 24,750 18,000

700

(決算) (決算) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

【補正内容】
（当初）　100件想定　40,000千円　　　⇒　　150件想定　55,000千円（増額15,000千円）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

18,000 5,625
財
源
内
訳

国庫支出金 72,876

県支出金

800

建売住宅 転居者 100 100 500

300 1,000

新築住宅 50歳未満（申請者又は
配偶者のいずれか）

転入者
300

100（限度300） 100 100

中古住宅
（空き家含む）

65歳未満（申請者又は
は配偶者のいずれか）

転入者
300

100（限度300） 100

転居者 100 300

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　人口減少対策及び地域の活性化を図るため、子育て世代等の移住・定住を促進する。
　

【内容】
○移住・定住希望者からの相談対応
○情報発信、PR活動の充実
 移住・定住ホームページの充実、定住対策等を集約した「定住ガイドブック」の作成・配布、東京都市圏での
移住・定住イベント・現地相談会への参加、福岡都市圏向けの移住・定住促進の広報活動等
○定住促進住宅取得奨励金の交付（平成28年7月1日から実施）

（単位：千円）

住宅の区分 交付対象者 定額
加算

限度額
子育て世帯 ※1 三世代同居 ※2 市内業者施工 特定地域 ※3

法令根拠 小城市定住促進住宅取得奨励金交付要綱

事業期間
平成28 平成32

基本事業名 3
住宅地の整備や良質な住
まいづくりの促進一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
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